
気候変動関連の情報開示（TCFDに基づく開示） 

 

当社は有価証券報告書にてサステナビリティおよび気候変動関連の情報開示（TCFDに基づ

く開示）を実施しております。 

 

１ 【経営方針、経営環境及び対処すべき課題等】 

(４)サステナビリティに関する基本的方針 

①サステナビリティの基本方針 

GMOペパボは「もっとおもしろくできる」という企業理念のもと、インターネット事業者として事業

活動を継続すること自体が社会課題の解決につながると考えております。各サービスを通じ、人類のア

ウトプットを増やし、持続可能な社会の実現に貢献してまいります。将来にわたり企業理念「もっとお

もしろくできる」を実現し続けるため、事業を通じて中長期的に取り組むべき重要課題（マテリアリテ

ィ）を特定し、ホームページ・ブログの制作、ネットショップの開設・運営、オリジナルグッズの販売、

ハンドメイド作品の販売、フリーランスの活動をしている個人や個人事業主だけでなく、事業規模を問

わないすべての表現活動を行う人々を支援しています。事業を通じて表現者を支援することで企業価値

の向上を図り、持続可能な社会の実現を目指します。 

 

②サステナビリティの重要課題(マテリアリティ) 

当社のサステナビリティに関する3つの重要課題(マテリアリティ)に基づいた取り組みを企業ホーム

ページにおいて記載しており、「ESG」の定量データ開示や具体的な取り組み事例等の情報開示を実施し

ております。 

(3つの重要課題) 

１．環境負荷の低減を通じた地球環境への配慮と保全 

２．あらゆる人々を支援し人類のアウトプットを増やす 

３．ガバナンスの強化による健全で透明性のある企業経営 

 

③地球環境への配慮と保全：気候関連財務情報開示(TFCD)について 

世界では気候変動をはじめとする環境課題が深刻化しています。日本国内でも異常気象による大規模

な自然災害が多発するなど大きな影響をもたらし、今や気候変動は企業にとって看過できない状況とな

っています。 

このような中、当社グループにおいても、気候変動に伴うリスクや機会は、事業戦略に大きな影響を

及ぼすものと認識しており、2021年度に新たに特定した３つのマテリアリティのうち、「環境負荷の低減

を通じた地球環境への配慮と保全」を重要なマテリアリティと位置づけ、TCFDの提言に準じた気候変

動シナリオの分析やガバナンス/リスク管理体制の開示を進めています。 

 

④TCFD提言が推奨する４つの開示項目に沿った情報開示 



TCFD提言は、すべての企業に対し、「ガバナンス」「リスク管理」「戦略」「指標と目標」の４つの項目

に基づいて開示することを推奨しています。 

 

 

当社グループは、TCFD提言の４つの開示項目に沿って、気候関連情報を開示致します。 

ガバナンス 

 
・ペパボ向上委員会において、ESG気候変動リスク・機会、TCFDのシナリオ
分析等の結果を年に一度報告し、議論を実施（年１回以上） 
 
・ESGマテリアリティの１つを「環境」と特定し、環境負荷の低減を通じた地
球環境への配慮と保全を推進 
 

戦略 

 
・TCFDが提言する気候変動のシナリオ分析と気候変動リスク・機会の選定、
財務インパクトの評価を実施 
 
・当社グループの中期戦略に基づき、社会課題の解決と中長期の企業価値向上
を意識した議論を実施 
 

リスク管理 

 
・当社にとっての重要リスクの特定を行い、事務局管理のもと、ペパボ向上委
員会において報告と議論を実施（年1回以上） 
 
・取締役会においてペパボ向上委員会での活動報告を実施（年1回） 
 

指標と目標 

 
・中長期的な温室効果ガス（GHG）の排出削減目標の達成を考慮し、実績の把
握と目標設定等の開示に向けた取り組みを実施 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 



 

 

 

(ガバナンス) 

当社は自らの社会的責任を果たし、持続可能な社会の実現を目指すために取締役が担当となる「ペパ

ボ向上委員会」を設置し、TCFDが提言する気候変動のシナリオ分析と財務インパクトの評価と検討を

行った上で、年1回取締役会において、ペパボ向上委員会での活動報告を実施しております。 

 

管理体制図 

 

 

(戦略) 

TCFD提言が推奨するシナリオ分析の手法により、将来の気候変動が当社事業に影響を及ぼし得るリ

スク・機会を特定しています。IPCCやIEA等  のシナリオを参考に、当社を取り巻く自然環境や社会環

境の変化を想定したシナリオを設定し、気候変動に関するリスク・機会を特定しました。 

 

  



(事業戦略への影響) 

大：リスクにおいては自然災害発生によるデータセンターや工場の稼働停止、機会においては技術革

新による表現活動の変化等の可能性が広がることから、事業戦略への影響または財務的影響が大きいこ

とが想定されます。 

中：リスクにおいてはステークホルダーからの評判や信頼の低下、機会においては消費者の嗜好の変

化や表現の多様化に対応したサービス展開による事業戦略への影響または財務的影響が中程度と想定さ

れます。 

小：炭素税の導入に伴うコストアップや気温の上昇によるリスクがあるものの、事業戦略への影響ま

たは財務的影響が小さいことが想定されます。 

 

区分 気候変動がもたらす影響 
リスク 
機会 

期
間 

評
価 

対応方針 

移行 

政策 
規制 

・炭素税の導入等によるオペレー
ションコスト増加 
・配送等のコスト増による販売需
要の減少 

リスク 
中
長
期 

小 

再生可能エネルギーの利用促
進と配送業者等の複数選定、デ
ジタルコンテンツへの商材転
換 

評判 
・ステークホルダーからの評判や
信頼度の低下 

リスク 
短
中
期 

中 
気候変動に関連する開示の充
実とGHG排出量の明確化 

物理的 

急性 
・自然災害による工場やデータセ
ンターの稼働停止 

リスク 
短
中
期 

大 
データセンターや提携工場の
調達先候補の複数選定 

慢性 
・気候変動に伴う海面上昇による
コスト増や工場移転等の間接的な
影響 

リスク 
中
長
期 

小 
取引先や提携工場の複数選定
によるリスク回避 

製品/サービス 
・環境意識の高まりや消費者の嗜
好の変化、技術革新による表現方
法の多様化 

機会 
短
中
期 

中 

SUZURIやminneにおけるデ
ジタルコンテンツ取り扱いや、
minneカレッジ等の消費者の
嗜好変化に応じた多様な表現
活動への対応 

市場 

・Web3領域やAIの活用等の技術
革新を通じた表現活動の変化と新
しい市場の構築、気候変動に伴う
電気量削減等、効率化への技術的
対応 

機会 
中
長
期 

大 

ペパボ研究所・ペパボ3推進室
による新たな技術研究や情報
収集による技術力の保有など
長期的な成長機会への対応 

 

(リスク管理) リスク管理体制および議論 

当社にとって、重要なサステナビリティを軸に３つのマテリアリティを特定しているほか、TCFDの

提言に準じた気候変動シナリオ分析に基づいたリスク管理を行い、事務局管理のもとペパボ向上委員会

において報告と議論を実施しております。(管理体制はガバナンスに記載の管理体制図の通り) 

 

 

 

 



 

(指標と目標) 

中長期的な温室効果ガス（GHG）の排出削減目標の達成を考慮し、Scope1,2,3についても目標設定等

の開示に向けて取り組んでまいります。 

GHG排出量                               (単位：t-CO2) 

 2020年12月期 2021年12月期 2022年12月期 

Scope1 *1 0 0 0 

Scope2 *2 70.5 86.7 120.2 

*1 Scope1：企業が自ら排出するGHG排出量 

*2 Scope2：購入した電力・熱等の間接的な排出量、空調は地域の電力料金に基づき概算で算出 

   (単位：t-CO2) 

 2020年12月期 2021年12月期 2022年12月期 

Scope3 *3 7,441.6 8,456.6 8,138.0 

category 1 
(購入した製品) 

7,010.1 7,440.7 7,496.4 

category 2 
(資本財) 

245.0 827.0 450.6 

category 3 
(燃料・エネルギ-

(Scope1,2以外)) 
18.9 13.7 10.8 

category 6 
(出張) 

57.5 60.1 61.8 

category 7 
(通勤) 

110.1 115.1 118.4 

*3 Scope3：当社の活動に関連する他社の排出量、サプライチェーンを通じた組織の温室効果ガス排出

等の算定のための排出原単位データベース（Ver.3.1）を基準に原単価を算出 

 

 

 

 


